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北陸の BSI （企業経営動向調査 結果） 

 

経営者の景気見通し 

（2023 年 11 月調査） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

以下では、章番号・図表番号は、月刊誌のものをそのまま使用しています。 

今回調査の概要 

目的：北陸の企業における半期ごとの業況など動向調査 
調査方法：郵送によるアンケート調査 
調査時期：2023 年 11 月下旬 
調査対象先：北陸３県内の主要企業 480 社 

（銀行業、保険業を除く） 
有効回答数：220 社（回答率 45.8％） 

（うち、郵送・FAX：83 社、web 回答：137 社） 
主な集計方法：必要に応じて、以下のように分類して集計。 

製造業と非製造業、大企業と中小企業 
建設業・卸小売業・サービス業 

主な留意点：各質問に対して無回答が存在する場合、集計表 
の回答数は総数 220 社と一致しない。 
図表では、端数処理の関係から合計が 100％に 
ならない場合がある。 

 
回答企業の内訳 

（産業別）製造業  108 社 
   建設業  29 
   卸小売業  33 
   サービス業ほか 50 

（規模別）大企業  52 
   中小企業  168 

（県  別）富山県  100 
   石川県  75 
   福井県  45 

本調査は 2023 年 11 月下旬に実施しており、2024 年 1月 1
日に発生した能登半島地震の影響は反映されていません。 

したがって、2024 年上期の景況感は今回調査結果（見通し
▲2.7）に比べ下振れする可能性に留意する必要があります。 
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1．景気概況 

（１）業況判断 

Ａ：現状  ～前期から改善したものの下方修正～ 

2023 年下期（７～12月）の業況について

2023 年上期（１～６月）と比較した変化の

方向性を質問したところ、「良くなった」と

いう回答が 32.9％、「変わらない」が

40.6％、「悪くなった」が 26.5％であった。 

この結果、業況判断 BSI（良くなった割合

から悪くなった割合を差し引いた数値）は

6.4 となった。23 年上期の BSI 値 0.0 から

は＋6.4 ポイントの改善（図表 1）。 

産業別に見ると、製造業が 6.4、非製造業

が 6.3 となっており、ほとんど差がない。非製造業のうち、卸小売業が 9.4、サービス業が

8.0 と平均を上回っている。 

規模別に見ると、製造業・非製造業ともに、大企業と中小企業では大きく明暗が分かれ

た。大企業では製造業（13.7）、非製造業（13.8）ともに２桁の値となったが、中小企業で

は製造業（4.7）、非製造業（3.6）と平均を下回る１桁にとどまっている。 

前回調査（2023 年 5 月）における今期の見通しと今回実績を比較すると、図表１右側部

分のとおり、全産業では見通し 15.8→実績 6.4（▲9.4 ポイント）の“下方修正”。業種

別・規模別にみると、卸小売業で見通し 3.0→実績 9.4（＋6.4 ポイント）の“上方修正”、

建設業で 0.0 の横ばいとなった以外はすべての区分で“下方修正”となり、特に製造・大

企業では見通し 65.3→実績 13.7（▲51.6 ポイント）と大幅な“下方修正”。 

Ｂ：見通し  ～小幅ながらマイナス局面へ～ 

2024年上期に向けた業況の見通しでは、「良

くなる」と見通す企業が 23.3％、「変わらな

い」が 50.7％、「悪くなる」が 26.0％であっ

た。この結果、業況の見通し BSI は▲2.7 とな

った（図表 2）。今期実績（6.4）からは 9.1 ポ

イントの悪化見通し。 

産業別にみると、製造業は 6.5 とプラスを

維持するが、非製造業は▲11.7 とマイナスに

転じる見込みであり、特に非製造・中小企業

は▲18.3。規模別にみると、製造・大企業が 36.4 と大幅改善見通し、非製造・大企業も 6.9

とプラスを維持するが、中小企業は製造・非製造ともマイナスに転じており、規模による

格差は広がる見込み。非製造業のうち、特に卸小売業が▲31.2 と大幅なマイナスとなって

いる。これは 23年下期実績が唯一の上方修正であったことの反動ともいえるが、物価高に

よる個人消費の減速が影響しているとみられる。 
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Ｃ：景況分析 ～「変わらない」が 50%を超え、「良い」は減少傾向が続く～ 

BSI値を時系列でみると、図表３のとおり、

コロナ禍からの回復を経て、2021 年上期以

降は一進一退を繰り返している。その他の特

徴としては、2022 年下期以降、「良い」とす

る割合が減少し、「悪い」とする割合にも減

少傾向がみられ、結果として「変わらない」

とする回答が増えている。 

図表４では「変わらない」とする回答割合

の推移を示しているが、2006 年以降で初めて「変わらない」が 50％を超えた。BSI 値は「良

い－悪い」で算出されるため、「変わらない」の数値が大きくなると、「良い」・「悪い」の回

答割合の少しの変化が、BSI 値の変動に大きな影響を与えることになる。 

図表５は、全産業における現況判断

の回答と来期見通しの回答との関係

を集約したものである。 

回答数の増減に着目すると、 

「良い（＋やや良い）」： 

現況 72→来期 51（▲21） 

「悪い（＋やや悪い）」： 

現況 58→来期 57（▲1） 

となっており、「悪い」はほとんど変わっていないが「良い」が減少したことにより、結果

として BSI 値がマイナスとなったことを示している。 

つまり、来期見通しがマイナスに転じた要因は、「良い」の多くが「変わらない」にラン

クダウンしたためと考えられる。これは「良い状態が右肩上がりから横ばい状態（＝現状

維持）になった」と解釈すれば、決して悲観する状況ではない、ということが言えるかもし

れない。 

 

２．経営上の懸念事項 

～ 原材料価格・エネルギーコストに対する懸念が最多、人件費も大企業で急伸 ～ 

2024 年上期に向けた懸念事項を複数回答で質問したところ、最多は「原材料価格・エネルギーコ

スト」、2番目が「国内の経済環境」、3番目が「人手不足」。この順番は前回調査と同様である（図

表７）。なお、人流回復による需要急増に応えきれていない観光・飲食業が含まれる非製造・大企業

と、2024 年問題への対応に苦心している建設業では「人手不足」が最多。 

回答率が高い項目について前回調査と数値を比較すると、「人件費」が 6.9 ポイントの増加とな

っている。なかでも製造・大企業は+14.3 ポイント、非製造・大企業は+14.5 ポイントと、大企業で

大幅増加となっている。（図表８）。 
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図表９は、前回調査との数値差を時系列にグラフ化

したものである。ここで大きな変動がみられるのは、

「円安」である。なお、「円安」は懸念事項ではある

ものの、調査時点の相場変動によって大きなブレがみ

られる。 

一方、「人件費」と「人手不足」については、23年

上期以降３期連続でプラス（＝３期連続で増え続けている）となっており、「人」に関する経営課題

が常態化していることがうかがえる。 

５．2024 年の賃上げ 

（１）賃上げ率５％以上は可能か？ 

連合の掲げた賃上げ率「５％以上」という考え方について

対応可能かどうかを尋ねた。 

最も多い回答は「水準は未定だが何らかの賃上げは実施

する予定」で 49.5％、次いで「この水準は難しいが、今年程

度（３％台）は実施できる予定」が 17.4％、「厳しい数字で

あるがその水準を目指す」が 14.7％、「実施するかも含めて

未定」が 13.8％、となっている（図表 16）。 
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（２）2024 年の賃上げ水準は前年を上回るか？ 

水準はともかくとして、2024 年は 2023 年を上回るか

どうか、という観点で尋ねた。最も多い回答は「今年並

み」で全体の 66.7％、次いで「今年を下回る」が 14.8％、

「今年を上回る」が 12.0％、と続く（図表 17）。 

「2024 年は 2023 年を下回る（あるいは賃上げしない）」

と回答した企業に対して、下回る理由を尋ねたところ、

「本当は今年程度としたいが賃上げ原資を見出しづらい

経営環境であるため」が 60.5％を占めた。また「今年は

世論の影響を受け当初想定以上であったが、来年度は実

態・体力に見合った対応」とする企業が 31.6％であった。 

 

６．2024 年問題（物流関連） 

物流業界では、トラック運転手の「荷待ち時間」など業界内の構造的な問題・商慣習もあるため、

今回は物流業界固有の問題ではなく、ほぼすべての業種にわたって何らかの影響が出てくると想定

される次の３点に的を絞った。 

Ａ 従来の配送頻度が維持できなくなり、頻度減少を要請される可能性がある 

（毎日１回の配送 → ２日に１回の配送 など）。 

Ｂ 速達扱いや翌日着扱いなどの場合に「これまでなかった追加料金」を要請される可能性がある 

（従来クイック対応が「売り」であったサービスが維持できなくなる など）。 

Ｃ ⾧距離運送が難しくなる（ドライバーの総労働時間、人員確保の問題など）。 

 

（１）仕入先（物流業者）からの要請 

Ａ 配送頻度の変更 

有効回答（175 先）のうち、「現時点で配送頻度変更の

要請・予告はない」という回答が全体の 79.4％を占めた。

一方、何らかの要請・予告があるとする企業のなかで、「仕

入先の半数以上から要請・予告がある」とする企業は 13

先（有効回答全体の 7.4％）であった（図表 19）。 

 

 

 

Ｂ 追加料金での対応 

有効回答（171 先）のうち、「現時点で追加料金の要請・

予告はない」という回答が全体の 60.8％を占めた。一方、

何らかの要請・予告があるとする企業のなかで、「仕入先

の半数以上から要請・予告がある」とする企業は 39 先

（有効回答全体の 22.8％）であった（図表 20）。 
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（２）納入時に利用している物流業者からの要請 

Ａ 配送頻度の変更 

有効回答（155 先）のうち、「現時点で配送頻度変更の

要請・予告はない」という回答が全体の 79.4％を占め

た。この数値は前問（１）仕入先からの要請の有無と同

水準であった。一方、何らかの要請・予告があるとする

企業のなかで、「半数以上から要請・予告がある」とす

る企業は 13 先（有効回答全体の 8.4％）であった（図

表 21）。 

 

Ｂ 追加料金での対応 

有効回答（178 先）のうち、「追加料金はない」という

回答が 57.3％を占めた。 

前問（１）の仕入先では 60.8％であったことから、自

社が川上・川下にかかわらず、企業間取引における運送

料について「2024 年問題に起因する追加料金の要請は

ない」という回答が全体で約６割を占めたことになる。

一方、「利用しているすべての物流業者から追加料金を

要請されている」が 34先（有効回答全体の 19.1％）で

あった（図表 22）。 

 

（３）自社側での対策 

Ｃ その他 

その他の対策として自由意見をとりまとめた。全体の件数は少ないものの、「自社（グループ）で

の配送の見直し・強化」、「対象となる荷物の管理」など、参考になる事柄は多い（図表 25）。 
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（４）自社内での物流に対する効率化 

全産業でみると、「配送頻度・見直し／削減」

が 32.0％で最も多く、次いで「電子化等での

郵便物削減」の 24.0％、「自社内での配送ルー

ト見直し／変更」の 20.0％と続く（図表 26）。 

産業別にみると、非製造業で「電子化等での

郵便物削減」が最多となっている点が特徴的

である。なお、具体的な記載は少なかったため

掲載は省略するが、「その他」の回答割合が高

い。選択肢に掲げた内容だけでなく、さまざま

な対策を講じていることがうかがえる。 

 

（５）自社（またはグループ企業）が物流業者の場合の対応状況 

長距離輸送になることを避けるために、物流業者として「中間地点」に倉庫を新設して在庫の保

管場所を確保する、という点については、１社ですでに設置済、検討中が１社あった。 

自社だけでなく鉄道・船舶などの他事業者との連携が必要となる「モーダルシフト」については、

有効回答の 11社のうち、６社が検討中あるいは具体的に対応している。 

配送頻度については、「減少せざるを得ない」という回答がある一方、「モーダルシフト、積載率

の見直し」など、できる限り物流業者側で効率化を図って顧客側の利便性を損なわないようにしよ

うとしていることもうかがえる。 

その他としては、同業他社との共同配送、車両位置情報管理システム導入による効率化、といっ

た意見が寄せられた。 

 

 

以上 


